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福島県コミュニティフリッジ開設支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、福島県コミュニティフリッジ開設支援事業補助金（以下、「補助 

金」という。）の交付について、必要な事項を定めるものとする 

 

（目的） 

第２条 県は、経済的に困窮する子育て世帯を対象とした「コミュニティフリッジ（公 

共冷蔵庫）」の開設を支援することにより、経済的に困窮するこどもたちやその家 

族の社会的孤立を防止するとともに、支援が必要なこどもやその家族を支援機関に 

繋げることを目的として、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島 

県規則第１０７号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予 

算の範囲内で補助金を交付するものとする。 

 

（定義） 

第３条 この補助金において、コミュニティフリッジとは、企業や個人等の支援者か 

ら寄付された食料品や日用品を保管し、利用者の都合の良い時間帯に、誰にも会わ 

ずに受け取りに来てもらうことのできる施設及び仕組みをいう。 

 

（補助の対象及び補助額） 

第４条 補助金は、別表第１に掲げる法人又は団体が、「福島県コミュニティフリッ 

ジ開設支援事業実施要領」に基づき実施するコミュニティフリッジの開設に係る 

事業（以下「補助対象事業」という。）に要する経費のうち、別表第２に掲げる経費 

（以下「補助対象経費」という。）について、補助対象事業を実施する事業者等（以 

下「補助事業者」という。）へ交付するものとし、その額は別表第２に定める額を上 

限に、予算の範囲内で知事が定める額とする。 

 

（申請書の様式等） 

第５条 規則第４条第１項の申請書は、福島県コミュニティフリッジ開設支援事業補 

助金交付申請書（第１号様式）によるものとし、その提出期限は、知事が別に定め 

る日とする。 

２ 補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請を行うに当たり、当該補 

助金にかかる消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税 

及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定によ 

り仕入に係る消費税及び地方消費税として控除できる部分の金額に及び当該金額 

に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて 
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得た金額の合計額をいう（以下「消費税等仕入控除税額」という。）。）を減額して交 

付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税等仕入控除税額が 

明らかでないものについては、この限りではない。 

３ 規則第４条第２項第２号に規定する別に定める書類は、次のとおりとする。 

（１）事業計画書 

（２）その他参考となる書類 

４ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、１部とする。 

 

（補助金交付の条件） 

第６条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次のとおりと  

する。 

（１）事業の内容又は補助金の額に影響を及ぼさないと認められる場合において行う 

補助対象事業費の２０％以内の減額変更。 

（２）事業の内容又は補助金の額に影響を及ぼさないと認められる場合において行う 

経費の２０％以内の配分の変更。 

 

（変更の承認） 

第７条 規則第６条第１項の規定に基づき知事の承認を受けようとする場合は、福島 

県コミュニティフリッジ開設支援事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書（第２ 

号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第８条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理し 

た日から起算して１０日を経過した日とする。 

 

（概算払） 

第９条 知事は、必要があると認めるときは、概算払の方法により補助金を交付する 

ことができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定に基づき補助金の概算払を受けようとするときは、福 

島県コミュニティフリッジ開設支援事業補助金概算払請求書（第３号様式）を知事 

に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第１０条 規則第１１条の規定により、補助金に係る予算の執行の適正を期するため 

 に必要があるときは、補助事業の進捗状況について補助事業者に報告を求め、又は 

 現地調査を行うことができる。 
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２ 補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに福島県コミュニティフリッ 

ジ開設支援事業補助金完了報告書（第４号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１１条 規則第１３条の規定による実績報告は、福島県コミュニティフリッジ開設 

 支援事業補助金実績報告書（第５号様式）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の 

 日（事業廃止について知事の承認を受けた場合においては、承認を受けた日）から 

 起算して３０日を経過した日、又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３ 

 月３１日（補助金を全額概算払により交付を受けた場合は、当該年度の翌年度の４ 

 月３０日）のいずれか早い日までに行うものとする。 

（１）事業報告書（第５号様式別紙１） 

（２）収支決算書（第５号様式別紙２） 

（３）支払いを証する書類（領収書の写し、購入した備品の写真等） 

（４）事業の実施状況を確認できる書類（施設の利用状況が分かる資料等） 

（５）その他知事が必要と認める書類 

２ 補助事業者は、前項の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に係る消費 

税等仕入控除税額が明らかな場合は、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告し 

なければならない。 

 

（補助金の交付の請求） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了した場合は、速やかに福島県コミュニティ 

フリッジ開設支援事業補助金交付請求書（第６号様式）を知事に提出しなければな 

らない。 

 

（財産処分の制限） 

第１３条 規則第１８条第１項ただし書きに規定する別に定める期間は、減価償却 

 資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に 

 相当する期間とする。 

２ 規則第１８条第１項第２号及び第３号に規定する別に定めるものは、取得価格 

 又は効用の増加価格が１０万円以上の機械、器具、その他の備品とする。 

３ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補 

助事業が完了した後も善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の 

交付目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助 
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金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合（消費税等仕入控除税額が０円の場 

合を含む。）は、速やかに福島県コミュニティフリッジ開設支援事業補助金に係る 

消費税等仕入控除税額の確定に伴う報告書（第７号様式）を知事に提出しなければ 

ならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合は、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部 

の返還を命じるものとする。 

 

（会計帳簿等の整備等） 

第１５条 補助金の交付を受けた補助事業者等は、補助金の収支状況を記載した会計  

帳簿その他の書類を整備し、補助事業等の完了した日の属する会計年度の翌年度か 

ら起算して５年間保存しておかなければならない。 

 

 

 附則 

 この要綱は、令和６年５月３０日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。 

 

 

 



別表第１（第２条関係） 

 

補助の対象

となる法人

又は団体 

 補助金の趣旨に合致する活動を行う特定非営利活動法人、一般社

団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、社会福祉法人、

学校法人、任意団体等の非営利の法人又は団体であって、次に掲げる

要件に適合すること。 

１ 営利活動、宗教活動及び政治活動を主たる目的としていない 

 こと。 

２ 著しく特定の個人又は団体の利益を図る活動を実施していない 

こと。 

３ 公序良俗に反する活動を実施していないこと。 

４ 事業を的確に遂行する意欲や能力を有していること。 

５ 継続的に活動を行う法人又は団体であり、一度限りのボラン 

ティア活動等を行うものではないこと。 

６ 定款、規約又はそれに相当する文書を有し、適正な事業計画書、 

予算及び決算書が整備されていること。 

７ 次のいずれにも該当しないこと。 

（１）暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平 

成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２項に規定 

する暴力団をいう。） 

（２）暴力団員（法第２条第６項に規定する暴力団員をいう。）又は 

暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者が役員等と 

なっている団体 

（３）役員等が、自己、自団体若しくは第三者の不正の利益を図る 

目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力 

団員を利用するなどしている団体 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金を供給し、又は 

便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運 

営に協力し、若しくは関与している団体 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関 

  係を有している団体 

（６）契約の相手方が、第１号から第５号までのいずれかに該当す 

  ることを知りながら、当該者と契約を締結している団体 

８ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

９ 福島県内に法人又は団体の事務所等を有していること。 

 

 

 



別表第２（第２条関係） 

 

補助対象経費 補助率 補助上限額 

・報酬 

・需用費（消耗品費、印刷製本費、修繕料） 

・役務費（通信運搬費、広告料、手数料、 

保険料） 

・委託料 

・使用料及び賃借料 

・備品購入費 

・負担金 

１０分の９以内 １００万円 

※補助額は、補助対象経費の合計額（収支予算書（第１号様式別紙２）の支出額の 

合計）から補助事業に充当する収入額の一部（その他助成金（併用可能なものに 

限る））を除いた額に補助率を乗じて得た額とする。 

※補助額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 
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